
とウソ ホント！？
政府は２００６年度から順次、高齢者の窓口負担１割を２～３割に、

高齢者の長期入院患者の室料・食費を患者負担増に、７５歳以上すべ

ての高齢者から保険料の徴収など、あらたな患者負担増を計画して

います。

政府の唱える「医療制度改革」の「ウソとホント」を、クイズ形

式で一緒に考えてみませんか？ ヒントを参照して下さい。

みんなで考えてみよう！

医医療療制制度度改改革革
のの
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Ｑ１ 日本は医療保険制度も充実しており、世界トップクラスの

健康達成度を誇っています。では国内総生産（ＧＤＰ）に占め

る医療費の割合はＯＥＣＤ（経済協力開発機構）加盟国中何位

くらいでしょう？

Ａ １）１位 ２）１０位 ３）１８位

Ｑ２ 欧米諸国の国内総生産（ＧＤＰ）に占める社会保障給付費

の割合は、スウェーデンで約３１．３％、ドイツが約３３．７％ フラ

ンス２９．１％です。では日本はどれくらいでしょう？

Ａ １）約３０％ ２）約２３％ ３）約１２％

Ｑ３ 国内総生産（ＧＤＰ）に占める日本の社会保障費への国庫

支出額（国の負担）の割合は公共事業と比べてどれくらいでし

ょう？

Ａ 公共事業の １）２倍 ２）４倍 ３）半分

Ｑ４ 高齢化社会に対応すると言って導入された消費税は、１６年

間で１４８兆円にもなりました。そのうち、大企業の納めるべき

法人税の減税などの穴埋めに使われた額はいくらだったでしょ

う？

Ａ １）３兆円 ２）７０兆円 ３）１４５兆円
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Ｑ５ 少子高齢化の進行で老人が増え、日本の経済が支えられな

くなると言われています。では、１人の労働力が支える人口（扶

養人数）はこの先どうなっていくのでしょうか？１９２０年には

２．１１人、２０００年は１．９５人であった扶養人数は、２０２０年には何人

になると予想されているのでしょう？

Ａ １）約１０人 ２）約５人 ３）約２人

Ｑ６ 高齢者の医療費は一般の人よりも医療費が余計にかかると

言われていますが、１日一人当たりの医療費は一般の人に比べ

てどれくらいになるでしょう？

Ａ １）ほぼ同じ ２）３倍 ３）５倍

【ヒント】

１．日本は世界一の健康達成度（ＷＨＯ）ですが、実は医療費の占
める割合はＯＥＣＤ加入国中１８位。にもかかわらず、国民が払う
医療費の実効負担率は高くなっています。つまり、国民が一生懸
命医療費の自己負担金を支払ってなんとか維持している世界一の
健康国。
ヨーロッパでは窓口負担は原則無料があたり前となっていま

す。日本は国際的に見ても低い医療費を、これからますます減ら
していこう！しかも、国民の自己負担は増やして、逆に国や企業
の負担を減らしていこうとするのが、今の医療制度改革の考え方
です。
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２．国内総生産（ＧＤＰ）に占める社会保障給付費の割合は、スウ
ェーデン、ドイツ、イギリス、フランスに比べて低くなっていま
す。保障が充実していると思われがちな医療に関する社会保障給
付費の割合をとってみても、下記６カ国の中では日本は最低ラン
クとなっています。

３．アメリカ、フランス、ドイツ、イギリスの先進４カ国の平均を
見てみると、国内総生産（ＧＤＰ）に占める割合は、公共事業２．０％、
社会保障７．７％であるのに対して、日本は、公共事業がなんと６％、
社会保障は３．４％と、約半分です。日本の公共事業は４カ国平均
の３倍、社会保障は２分の１であることが解ります。公共事業が
社会保障を上回っている国は、日本以外にありません。

日本以外の社会保
障の平均 7.7%

日本以外の公共事
業の平均 2.0%
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４．同じ１６年の間に、企業が負担する法人税率が最高４２％から３０％
に減税され、大企業の税収は１４５兆円もの減収になりました。消
費税で１４８兆円税収が増えましたが、法人３税などの減税分を差
し引きすると、実質の税収の伸びはわずか３兆円。１６年間で国民
が納めた１４８兆円もの消費税のうち、３兆円しか社会保障に回せ
る分は無いということになります。

■国によって大きく異なる事業主負担の割合
（社会保険料の本人負担と事業主負担）
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５．日本の医療や社会保障を語るとき、決まって言われるのが「高
齢化の進行で老人が増え、日本の経済が支えられなくなる」とい
う将来像です。日本の「総人口」を、実際に労働に従事している
人数である「労働人口」で割ってみると、１人の労働力が支える
「扶養人数」が解ります。実はこの「扶養人数」は、この１００年
間殆ど変わっていないことが解ります。その要因は就労年齢の上
昇と、女性の就労機会の増大です。
問題にしなければならないのは、高齢者の増加ではなくて、若

者を含む「不安定雇用」という労働環境の問題です。大企業をは
じめとするリストラや非正規雇用の増大に歯止めをかけ、正規雇
用を増やすことによって社会保険加入者を増やすことが、保険料
収入・税収入の増大につながります。
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６．１人あたりの医療費について、老人は一般の５倍という統計が
発表されています。これを根拠に「老人は一般の５倍も医療費が
かかるので応分の負担をしてもらわなければならない」と理由づ
けられています。しかしこの数値は、実際に受診した患者さん１
人当たりの診療費の比較ではありません。実際に１日当たりの医
療費で比較してみると、外来では一般の１．１倍、入院では０．９倍と
なり、実は殆ど変わりません。
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